
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。

当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を
与えるものではありません。なお、掲載されている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託
は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。
投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

9月 予定

2日（火） ■ 米国、8月のISM製造業景況指数

4日（木） ■ 米国、8月のISM非製造業景況指数

5日（金） ■ 米国、8月の雇用統計

8日（月） ■ フランス、国民議会（下院）での内閣信任投票

11日（木） ● ユーロ圏、ECB政策理事会、■ 米国、8月の消費者物価指数

15日（月） ■ 中国、8月の小売売上高、鉱工業生産

16日（火） ● 米国、FOMC（～17日）、■ 米国、8月の小売売上高、鉱工業生産

18日（木） ● 日本、日銀金融政策決定会合（～19日）、● 英国、金融政策委員会

19日（金） ■ 日本、8月の全国消費者物価指数

26日（金） ■ 米国、8月のPCE（個人消費支出）物価指数

30日（火） ● 豪州、金融政策決定会合、■ 中国、9月の製造業PMI、■ 米国、2026会計年度財政予算成立期限

9月の金融政策、政治・経済イベント

8月の世界株式は、月初、軟調な米経済指標の発表を

受けて景気の先行き不透明感が強まり、下落しました。

しかし、その後は米利下げ観測の高まりなどを背景に、

月半ばまで上昇基調となりました。月の後半は、様子

見ムードが拡がる局面があったものの、米FRB（連邦

準備制度理事会）のパウエル議長が講演で利下げの可

能性を示唆した後は、概ね堅調な値動きとなりました。

また、月中には、日米英の代表的な株価指数が最高値

を更新しました。

注目される主要国・地域の金融政策の動向

9月は主要国・地域で金融政策決定会合が相次いで開

催される予定となっており、11日には、ECB（欧州中央

銀行）の政策理事会が開かれます。前回7月の会合で

は、8会合ぶりに利下げが見送られ、政策金利は据え置

かれました。ECBのラガルド総裁は、会合ごとにデータ

次第で政策を判断していくとして、特定の道筋を確約

しない姿勢を維持しています。こうした中、ECBは、EU

（欧州連合）と米国の貿易合意がユーロ圏経済に与え

る影響について、9月の経済見通しに織り込むとしてお

り、どのような見通しが示されるのか、注目されます。

16日からは、米国でFOMC（連邦公開市場委員会）が

開かれます。パウエルFRB議長が利下げの可能性を示

唆したことなどを受け、市場では9月に利下げが実施

されるとの見方が優勢となっています。ただし、パウエ

ル議長が利下げに慎重な姿勢を崩していないほか、年

内の利下げ回数に対する市場の見方には幅があるこ

となどから、FOMCや各種経済指標の内容には引き続

き大きな関心が寄せられています。また、トランプ政権

は来年の5月に任期切れを迎えるパウエル議長の後任

候補の選定を進めており、FRBを巡ってはこうした人

事に関する動向にも注目が集まります。

18日からは、日銀の金融政策決定会合が開かれます。

前回7月の会合では、4会合連続となる政策金利の据

え置きが決定されたほか、植田総裁は米関税政策を巡

る不確実性がなお高いとして、慎重姿勢を維持しまし

た。市場では、日銀が9月に利上げを行なう可能性は

低いと見られているものの、年内ないし来年1月には

利上げを実施するとの見方が拡がりつつあります。な

お、日銀の政策を巡っては、米国のベッセント財務長官

が「日銀は利上げを行ない、インフレを抑制する必要が

ある」と発言するなど、米政府要人からの関心も高

まっています。

米政府予算を巡って混乱が生じる可能性も

米国では、月末に2026会計年度（2025年10月～2026年

9月）の政府財政予算の成立期限を迎えます。トランプ

政権は大幅な歳出削減などを掲げているものの、与

党・共和党が議会へ提出する法案に政権の意向がどの

程度反映されるかは不透明であるほか、共和党内で造

反する議員が出た場合、歳出法案を巡って混乱が生じ

る可能性があります。また、トランプ大統領の意向を十

分に反映しない法案が議会で可決された場合、第一次

トランプ政権時と同様に、大統領が署名を拒み、政府

機関が閉鎖される可能性もゼロではないため、注意す

る必要があります。

信頼できると判断した情報をもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
※スケジュールは予告なしに変更される可能性があります。

9月の注目される金融政策および政治・経済イベント

● 金融政策関連

■ 政治・経済関連

●上記は過去のものおよび予定であり、将来を約束するものではありません。
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